資料４

経過措置について

１．経過措置期間

○定款改正後、公益社団法人移行（2013年11月）までは、会員管理、会費管理、綱紀案件について現行の運用を極力継続する（都道府県社士会から日本社士会への業務委託扱いとする）。そしてこの期間に財源問題等について検討する。
○2014年度以降、すべての都道府県社士会が事務処理の実務を担えると合意できたとき（期限の目安は支部長会議で検討する）に移行を開始する。
２．経過措置内容
　　経過措置期間の業務分担は次のとおり。

	項目
	日本社士会が担う事項
	都道府県社士会が担う事項

	入会事務処理
	①入会申込書受理

②会員管理システムへの入力

③住所変更対応

④入会者への会員証・資料発送、など
	入会審査（都道府県社士会の理事会で行う）

	退会事務処理
	①退会届けの発送

②退会届けの受理・会員証の回収

③会員管理システムへの入力、など
	退会審査（都道府県社士会の理事会で行う）

	入会金及び会費管理
	①引落業務（現行通り）

②督促業務（現行通り）
	都道府県社士会で引き落としている場合は現行通り

	懲戒事務処理
	①苦情受付

②調査

③審査、
④除名議決時の厚労省への意見具申、など
	処分決定議決（都道府県社士会の理事会もしくは総会で行う）

	会員証の作成・発行
	①作成、発行、発送

・日本社士会名とする（現状のまま）。
・会員番号は現状を維持する（全国共通連番）。
	


３．経過措置期間で都道府県社士会の行う業務で変更となる事項
　　　・入退会審査の実施（但し、入退会者リストは現行通り日本社士会で作成）
　　　・懲戒処分の議決（但し、苦情受付・調査・審査は現行通り日本社士会で実施）
４．委託契約
　　事務処理については日本社士会と都道府県社士会が業務委託契約を結ぶ。
　　委託契約の骨子は別紙を参照。

委託契約内容の骨子

１．委託業務内容
　下記の事項に係る業務について都道府県社士会は日本社士会に委託する。

（１）入会処理事務に係る事項

　　　・入会申込書受理
　　　・会員管理システムへの入力
　　　・会員の住所変更への対応
　　　・入会者への会員証及び資料の発送
　　　・都道府県社士会単位の入会者リストの作成及び各都道府県社士会への通知
（２）退会処理事務に係る事項

　　　・退会届け出用紙の発送
　　　・会員管理システムへの入力
　　　・退会届けの受理及び会員証の回収

　　　・都道府県社士会単位の退会者リストの作成及び各都道府県社士会への通知

（３）入会金及び会費管理に係る事項（現状の引落方法を前提とする）
　　　・都道府県社士会会員の入会金及び会費引落業務
　　　・会費未納者への督促業務
（４）懲戒に係る事項

　　　・苦情受付にかかる業務

　　　・苦情受理後の調査及び審査
　　　・懲戒処分案の作成及び当該会員が所属する都道府県社士会への通知

　　　・懲戒処分の被申立人への通知、公表（都道府県社士会が懲戒処分案に合意後）
（５）会員証の作成及び発行に係る業務
　　　・会員証の作成（現状のまま日本社士会名とする）
２．委託代金

　　　・入会金を委託代金として支払う。
３．契約の有効期間
　　　・年度契約、自動更新とする。
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